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1　は　じ　め　に
　戦後の日本経済は，アメリカを先頭とする
世界経済の拡大，成長とともに，技術革新，
石油をはじめとする安価な原材料価格に助け
られ，かつてない高度成長を体験した。戦後
経済成長は，先進資本主義諸国に，福祉の時
代をもらした。さらに経済変動のひきおこす
景気後退に．対しては，ケインズ的な財政政策
をはじめとする総需要管理政策がとられ，政
府の経済的役割が大きくなった。
　しかし，昭和48年，54年の二度にわたる石
油価格の引き上げ，いわゆる石油！ヨックは
わが国の戦後経済成長に転機をもたらした。
第一次石油！ヨックによる石油価格の4倍化
は，厳しいスタグフtz・一ソヨンを生ぜしめた
が，51年からアメリカが機関車国として先導
し，日本，西独がそれに次いで景気拡大政策
をとったことから世界は景気後退から脱し
た。しかし，昭和52，3年の積極的なケイン
ズ政策の実施は，わが国の財政に国債残高の
急増を生みたした．昭和54年に始まった第二
次石油ノヨックは当初予想された以上の広範
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囲かつ長期の不況を世界経済にもたらしてい
る。石油節約と不況は石油価格を低下させ，
産油国を資金不足，輸入滅退に追いこんだ。
他方どの先進資本主義国も財政赤字に苦しん
でいて，積極的な財政政策を取る幅がなくな
っている。第一次石油！ヨック後のかつての
米国のような機関車国が存在せず，自らを犠
牲にして世界経済をひっばってゆく国がどこ
にもあらわれない。米国を初めとして，どの
国もインフレ抑制に政策の焦点をあてるマネ
タリスト的考え方が主流となってきたため景
気回復のスピードは遅くなってきている。各
国とも，景気後退の同時化によって輸出の拡
大による景気回復よりも物価安定，減税によ
る民間消費の伸ひに不況脱出の糸ロを見出そ
うとしている。
　石油ソヨックを契機として顕在化した経済
成長の落ちこみは，政府の経済活動である財
政に関して活発な議論をまきおこした。経済
成長の鈍化は税収の伸びをおさえた。他方高
度成長期に制度化された社会保障，後進産業
部門への補助金等は毎年一定率の費用の伸び
を必然化した。そのため，第一次石油ンヨヅ
ク後のケインズ政策とも相まって歳入欠陥問
題をなお一層深刻化せしめた。アメリカにお
いても，カーター政権の後半期に急速に強ま
った社会の保守化は，中産階級を中心として，
減税と福祉見直しを求めた。アメリカにおけ
る経済成長の低下は，日本におけるよりもよ
り深刻な構造的なものとして受け取られ，大
きすぎる政府活動，民間産業への規制，高す
ぎる税金が，勤労意欲，貯蓄意欲，投資意欲
の低下を引きおこし，生産性の伸びを抑えて
いることが指摘され，日本が一種の模範とさ
れた。アメリカの税制が経済活動にいかなる
影響を与え，とのように資源配分をゆがめて
いるかが大いに研究され，税制改革問題が活
発に議論された。
　国債発行残高の累増の深刻化は，ゼロ・ノ
ーリングからマイナス・！一リソグへと歳出
削減の強化を迫ってきている。赤字国債の発
行額削減・財政再建のために歳出削減，行政
改革による行政の経費軽量化とともに，何ら
かの増税が必要とされた。昭和59年度に赤字
国債依存体質を脱却するという目標のために，
昭和56年度には物品税，酒税，法人税の増税
が実行され，57年度には，交際費の課税強化，
企業に対する租税特別措置の整理，貸倒引当
金の繰り入れ率の引き下げ，法人税の延納率
の圧縮が実行され当初予算において，それぞ
れ，2兆円，1兆5千億円の赤字国債の発行
額を減額した。しかし世界経済の予想を上回
る不況の長期化による輸出停滞，消費低迷に
よる税収の見込み違いにより，56年度には2
兆8，000億円の歳入欠陥が生じた。
　他方，52年度以降，引き上げられたことの
ない所得税の課税最低限の引き上げカミ58年度
実施されようとしている。これは，個人消費
の浮上により，輸出に依存しない景気回復を
計るとともに，課税最低限の据え置きにより
節税手段を持たず100％捕捉され，実質増税
の一番の犠牲者である給与生活者の不公平を
解消するためである。この所得税減税のため
の財源として，新たな増税，電話利用税，ギャ
ソフル税，広告税，出国税が議論されている。
　このように世界経済の成長の鈍化は，先進
資本主義の各国において，政府の経済活動の
あり方について深刻な見直しが必要であるこ
とに庄意を喚起した。ことに政府予算の歳入
については，最近のアメリカについても見ら
れるように，財政赤字の問題から減税一本槍
では事態は解決しないため，減税と増税の組
みあわせが必要になってきている。この意味
において，今日は望ましい税制とはいかなる
ものかという問題について再検討を加えるべ
き重大な時機といえるだろう。
　この論文の目的は，（1）のぞましい税制と
はとうあるべきかという根本的な問題を，課
税ヘースとして何をとるか，所得か，消費支
出か，資産かの選択の問題に焦点をあて，原
理面から出発して理論的に考えることであ
る。②課税ベースの議論との関連て貯蓄税
制を考察することである。
2課税べ一ス論の再考
　伝統的な財政理論は租税原則として，利益
説とともに能力説をあげている。利益説とは，
政府部門が提供する財貨，サービスから得ら
れる便益に応じて，各個人は課税されるべき
だという考え方である。この説では，のぞま
しい租税の負担は政府支出との関連で考えら
れ，政府支出の便益を大きく受ける個人が租
税総額のうち大きな割合を負担することにな
る。受益者負担の原則は，この考えに沿った
ものだとみなされている。これは，市場にお
ける交換原則と同一の費用負担原則を体現す
るものである。租税負担に関してこの原則が
常に実行可能ならば，効率的な資源配分が実
現されることになるが，公共財供給における
「たた乗り」問題が示すように，各個人の動
機付けと矛盾し，どの程度，公共支出の便益
を各個人は受けているかを政府部門が測定す
ることが困難なため，その原則を実現するこ
とは，しばしば不可能である。能力説は，経
済力，租税の支払い能力あるいは負担能力に
応じて課税されるべきたという考え方であ
る。この説の下では，政府支出の分配とは独
立に租税の最適な負担が論ぜられる，という
ふうに解釈されよう。社会保障とともに税制
は，所得あるいは，富の再分配のための強力
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な道具てあると考えられる。再分配のために
税制を使うのは，まさにこの能力説に沿った
発想といえよう。負担能力の尺度を何にとる
かによって異なった税種が考えられる。負担
能力としては，所得，資産，消費支出があげ
られ，それそれに対応して，所得税，資産税，
消費支出税がある。
　利益説の適用可能な範囲は，能力説に比べ
てはるかに限られている。なせなら，各個人
が正直に公共支出と公共財サーヒスの彼ら自
身にとっての便益を表明するような状況は広
くなく，また，うそをつくような動機が存在
しない場合には，政府部門が強いて民間部門
にかわって，その財貨，サービスを供給しな
けれはならない，とは限らないからである。
さらに，所得再分配という財政部門の重要な
機能を実行するための租税賦課を，他人の厚
生状態に対して関心を持つという意味ての消
費の外部性という観点から一部説明可能であ
るとしても，利益説によって十分説得的に説
明することは無理があるからである。
　所得，資産，消費支出のいずれの負担能力
が適切であるか，という問題は答えることが
非常に困難な問題てある。そのため，との課
税標準によってたけ課税された時，とのよう
な人々に税制が有利に作用するかという質問
を考察しよう。所得税を中心にして，三つの
租税を比較してみよう。消費支出税たけなら
多額の相続あるいは労働所得を得て，それを
貯蓄して遺産として子孫に残す人々が有利て
あり，所得税だけなら高額の相続をうけとり，
それを一方的に支出する人が相対的に有利に
扱われたことになる。しかし，相続と遺産の
問題を無視し，それらがまったく行われない
と仮定すると，一生涯かけて得た所得は死ぬ
まてに使い切ってしまうのて，（労働）所得
税と消費支出税は，それらの相違点は租税支
払いのタイミンクの違いに帰着してしまい，
各個人への効用水隼への効果は同じである。
たが，第4節で詳しく説明するように，私的
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貯蓄への効果は異なり，支出税の方が私的貯
蓄を促進する。次に，所得税と資産税を比較
すると，（労働）所得税だけなら（労働力以
外の）資産の所有者が，資産税だけなら労働
力を取引する市場（奴隷市場）がなく，労働
力の価値を評価するソステムがないのて労働
力は課税されず，巨大な資産てある労働力の
所有老が有利に取扱われたことになるのて，
どちらも単独ては不十分てある。
　ところて，担税力あるいは租税の負担能力
に応して租税を課するというのはいかなる意
味があるのであろうか。負担能力の大小に応
して，とのように租税の負担額を変えるべぎ
てあろうか。担税力を何にみるか，所得か，
消費支出か，資産か，の議論が明らかにして
いるように，負担能力というのはかなりあい
まいな概念であり，一義的に定義することは
困難てある。負担能力という言葉を前面に押
し出す一つの理由として，負担能力に応じて
課税しておれば，国民を説得しやすく，国民
も納得しやすいという利点があることが指摘
されよう。だが，他方，徴税費用という税務
行政上の問題をこえて，政治的判断によって
立法段階においての政治的な力の弱い人々の
犠牲において，とり易い所から，ただ負担能
力があるという理由て，税を取るというふう
に短絡してしまうおそれが十分ある。したが
って，こういうあいまいな概念から議論を出
発させるのではなく，もっと明確な観点に立
って議論を進める方がより適当だと思われ
る。
　租税の経済的効果を調べる窮極的な目的は．
各個人の経済状態がいかなる変化をこうむる
かを知ることであるから，また望ましい税制
とは何かを論ずるためには，各個人の経済状
態の良さをあらわす効用水準の高さとその分
布の様相を知ることが重要てあるから，経済
力，担税能力，租税の負担能力から議論を出
発させるのではなく，各個人の効用水準の高
さを望ましい税制とはいかなるものかの議論
の出発点に置くべきであろう。しかし効用と
いう概念は，とらえにくい，実証的テータを
欠くという問題が指摘されよう。さらに効用
の基数性，序数性，各個人間の比較可能性の
問題も存在するが，経済政策の議論である以
上，あまりに厳密てあるべきではないと考え
てよかろう。したがってこの論文では最近の
多くの論老達1）と同様に，望ましい税制とは
いかなるものかの議論はその基礎を各個人の
効用の高さに基づかせることにしよう。
3　包括的所得税とその問題点
　以下では，今日まで現実の税制を論ずる際
の重要な基礎と考えられて来た包括的所得税
の考え方を紹介し，各個人の効用水準の高さ
から議論を出発させた時，包括的所得税はど
ういうふうに解釈されるかという問題を取り
上げたい。
　租税論の基礎となる所得の定義としては，
《1）周期税・回帰説，（2）所得即消費説，（3）純資
産増加説または，経済力増加説，が提唱され
てきた。（1）は事業であるかどうかに焦点をあ
て，周期的に反復的に継続する収入だけを所
得と考える。つまり，一時的な所得をはぶく
のである。②は，消費総額にだけ課税して，
貯蓄には課税しないという考え方である。（3）
はH．Simons〔6〕によって主張された包括
酌な課税ベースという見解であり，所得＝消
費総額＋資産の変動額，としてとらえる。現
金であろうと現物であろうと，期待されたも
のであろうと突然のものであろうと，継続的
であるか一回限りか間わずに，あらゆる所得
をできるだけ幅広く，平等に取り扱うという
見解てある。
　現状では非課税であるか，課税が不十分で
あるけれども，包括的課税ベースに含まれる
べきものとして帰属所得とか，キャピタル・
ゲイソ（ロス）が考えられる。帰属所得は，
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市場ては所得となっていないが自己の財産の
利用及び自家労働から得られる経済的利益と
定義される。この帰属所得の経済学的な意味
を検討しよう。帰属所得の例としてあげられ
るものは，日曜大工，主婦の家庭内労働，自
宅所有者の帰属家賃等がある。これらが課税
されるべきだという理由は，これらは市場に
あらわれた所得ではないが人々の効用水準を
規定しているからてある。市場で取引される
財貨・サービスだけに所得税が課せられると，
自家消費可能な財貨・サービスを所有し，消
費している個人，あるいは家計が不当に有利
に取り扱われるからである。このことを言い
替えると，市場における取引だけからは捕捉
できない各個人，家計の持つ初期保有財貨・
サービスを考慮に入れなけれぽ，彼らの効用
水準は把握できないと言うことである。農民
の自家消費用の農地，家庭菜園，日曜大工の
能力，主婦の家事能力，自宅所有者の居住用
家屋は，市場ては評価されていないが故に課
税は困難であるが，何らかの形で課税されな
ければならない初期保有財貨・サービスなの
である。
　このことをもう少し理論的に考えてみよ
う。Hを自家消費可能な初期保有財貨・サ
ービス，hを市場で販売された部分とする。
したがって，H－hが実際に自家消費する部
分，留保需要する部分である。c、，　c2を他財
の消費量としよう。その時，Cl，　C2，　Hの税
込価格をう、，姦，のとし，1をラソプ・サ
ム・トラソスファーとすると，姦‘、十S，c，十
の（H－h）＝1が成立しなけれぽならない。つ
まり，多、c、＋S2c，＋のH＝伽＋1。この考え方
では，個々の消費者の効用水準を規定する
ものは，Cl，　C2，　H－hであるから，これらす
べてを課税対象とするのてある。P、，　P2，　w
を課税以前の価格とすると，課税以前の予算
制約は，p、Cl＋P2Ca　＝whであるので，初期保
1）例えばM。Feldsteln〔3〕。
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有財貨・サービスHが課税されるかわりに，
税収の再配分により1が各個人に支払われる
ことになる。
　また別のやり方として，次のようなことが
考えられる。tを自家消費する部分への比例
税率とする時，う、Cl＋姦02＋t（H－h）　・tOhと
いう方式がある。むしろ，これが本来，帰属
所得への課税として考えられているものかも
しれない。この予算制約式は姦o、＋姦c2＋tH
＝（の＋t）hに変形されるので，初期保有財
貨・サービスへの課税，tH，が導入される
にともなって，市場において実現される所得
（例えば不動産所得）への税率は低められね
ばならない，（の十t）h，ということが理解で
きる。言いかえれぽ，例として自宅の一部を
さいて下宿人を置く場合を想定すると固定資
産税の導入と，それにみあった不動産所得
（家賃）への税率軽減によって，帰属所得へ
の課税が実質的に可能になるのである。主婦
の家事労働の生みたす帰属所得を課税するた
めには，妻帯者への税の新設とパート所得の
税率軽減が同一の効果をもたらすであろう。
しかし，健全な家庭生活の維持，小供の家庭
内ての養育，教育への援助，人口問題への考
慮から妻帯者への税（結婚税）の新設は問題
であろう。
　今までの議論から明らかなように，帰属所
得を課税するためには，税務当局は各個人の
初期保有財貨・サービスの量を知らなけれは
ならない。この情報が税務当局によって把握
可能かどうかの問題は，最適税制の議論にお
いて根本的な位置を占めている。最適税制の
理論の出発点は，ランプ・サム・タックス
（一括定額税）の実行不可能性であった。公
共財の供給，所得再分配の実行のための費用
調達のために，政府部門は何らかの形て民間
部門に租税を課さなければならない。理想的
な租税は，各経済主体の経済行動の限界条件
をみださないランプ・サム・タックスであ
る。ランプ・サム・タンクスの一種である，
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すべての個人に同額の租税を課する人頭税は，
各個人の経済条件が現実には異なるわけてあ
るから，非常に逆進的な租税である。したが
って，各個人の経済条件に応じて，課税額を
変化させなければならない。たとえは，封建
社会，カースト社会において，一生涯所属の
変えられない階級に対応して，人頭税賦課額
を変化させると理想的なランプ・サム・タッ
クスになるてあろう。Atkinson　and　Stightz
〔2〕参照。しかし身分社会ては，元来，資
源配分は不効率てあり，所得分配は不公平で
あるから問題外てある。何らかの課税標準に
従って，課税額を変えるべきたが，所得とか
消費量に応じて課税額を変化させると限界条
件が乱され，もはやランプ・サム・タソクス
てなくなってしまう。各個人が生まれつき持
っている初期保有財貨・サービス，生産性＝
稼得能力を課税標準に採用する時，それらへ
の課税は逆進的てない，限界条件を乱さない
ランプ・サム・タックスとなるであろう。
　たとえぽ，両親から受けついた生まれつき
の知能，体力等の稼得能力への直接的課税に
ついて考えてみよう。ここて現実の稼得能力
がすべてうまれつきの資質によるものてない
場合には，残りの本人の努力による部分は課
税によって影響をこうむるであろう。さらに
生まれつきの稼得能力が分離して抽出てきる
としても，税務当局による情報収集の問題に
つきあたる。課税されることを知っていると
だれも正直に生まれつきの稼得能力指数を申
告しないだろうし，稼得能力テストにまとも
に対応しないたろう。したがって，直接的に
ではなく，間接的に現実の稼得（労働）所得
額を通じて生まれつきの稼得能力を知る以外
に方途がなく，同時に資源配分の効率性は乱
され，ランプ・サム・タヅクスは実行不可能
となる。ここから，租税は資源配分の効率性
を損なうことを一応前提として，その損ない
方の程度を最小にする税制の探求という最適
課税，最適税制の問題意識が始まるのてあ
る。もし政府が全知全能て，国民の申告をま
つまでもなく，各個人が生まれつき持ってい
る初期保有財貨・サーヒス，生産性＝稼得能
力を正確に知ることがてきるならは資源配分
上のゆがみは生じないたろう。しかし納税者
は政府のこういう課税の決め方に疑問を持ち，
とういう規準から隣人達と課税額が異なって
いるか知りたく思うてあろう。他方，政府が
根拠とする規準を国民に知らせたならは，彼
らは課税額を減らすためにその規隼が小さく
なるよう経済行動を変化させるてあろう。し
たがって，国民が政府に万全の信頼を置き，
課税の決め方を受けいれ，しかも政府の課税
額が正しけれは，資源は最適に配分され国民
にとっても望ましい状況が生起するたろう。
しかし現実の不完全情報の世界では，政府と
国民一人一人の間にお互いに対する完全な信
頼感は成立せず，今述べたような理想的状況
を実現することはほとんと不可能に近い。
　稼得能力テスト以外に，稼得能力への直接
的課税が可能になるケースは，初期保有余暇
への直接課税（勤労奉仕）てある。各個人へ
の同時間の公的なサービスを義務化すると，
稼得能力に比例した課税が可能になり，超過
負担のない比例税的なランプ・サム・タゾク
スが実行てきる。しかし専門的な公務員の必
要性，分業による生産の効率性を考えるとこ
の提案は実際的ではないたろう。
　生まれつき備わった稼得能力以外の初期保
有財貨・サービスを公共当局が把握すること
は，比較的容易てあるけれとも，課税される
ことによってその数量は変化しうる。農地，
家庭菜園，居住用家屋等の不動産，債券，株
式等の金融資産は，固定資産税，相続税，贈
与税等の資産税によって課税可能な初期保有
販貨・サービスてある。これらは短期的には
固定していても，長期的に見ると課税の影響
によって数量が変化しうるので資源配分の効
率性を乱す。これらの課税の強化は，農地の
売却，居住用の家屋の持家から借家への転換
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を促進させるたろう。また，教育を通しての
人的資本の形での，非課税資産の小供への贈
与を奨励するたろう。したがって，このよう
な資産の世代間移転の形態，資産の各時点で
のポートフォリオ選択について資源配分の効
率性をゆがめないためには，各形態への同税
率の課税が望まれる。
　次にキャピタル・ケインについて考察しよ
う。キャピタル・ケインは資本利得とも呼
はれ，不動産，株式・国債等の有価証券，骨
董，書画，ロイアルティ（特許権），著作権
等の資本的資産の値上り益をいう。キャピタ
ル・ケインを所得税の対象として，とうとり
扱うかに関しての問題点は，それが恒常的な
所得てないということてある。資本利得の発
生は不規則てあるが，その実現はなお一層不
規則であって，累進税率の下ては実現した時
に一時に課税されると負担は非常に重くな
る。包括的課税ヘースという観点からは発生
した時に課税するのが適切てある。しかし未
実現の資本利得・損失を正しく評価すること
は困難なため，税務実行上の問題がある。さ
らに，キャピタル・Pスが所得の計算に入れ
られると，相当の資産家ても容易に所得がマ
イナスになることがおこりうる。
　R．　M．　Hai9＝　H．　C．　Slmonsの包括的所得
税の考え方ては，所得の源がとのようなもの
てあろうとも，とのように所得を処分しよう
とも，同額の所得を得る個人は同額の所得税
を賦課されるべきた，ということになる。こ
れがHai9＝Simonsにおける水平的公平の
原理である。この考え方に従うと，利子所得
と労働所得は無差別に取扱われるべきことに
なり，利子所得だけを免税にすることは水平
的公平の原則に反することになる。この論文
てのわれわれの考え方は，担税力とか租税の
負担能力に応じて課税するという方向はとら
ず，各個人の効用水準への影響を考えて望ま
しい税制を導きたすことてある。その時には，
水平的公平の原理の要請は，課税が何ら存在
課税ベース論と包括的所得税（逸見）
しない状態において等しい高さの効用水隼を
持つ二人の個人は課税後も，お互いに効用水
準に上下の関係があってはならない，という
ことになる。より一般的には，租税は個人間
の効用の順序を保存すぺきたということてあ
る（Feldstein〔3〕）。所得税がわれわれの
考える水平的公平の原理を満足する条件は何
であろうか。十分条件としては，すべての個
人がまったく同一の経済行動をとるように，
効用関数の形が同一，初期保有財貨・サービ
スが同一，労働の生産性＝稼得能力が同一，
の場合が指摘されよう。もし，人々の間て嗜
好が異なり，効用関数の形が相違するなら所
得税は水平的公平を実現しないのてある。た
とえは，次のような例が考えられる（Feld・
stem〔3〕）。労働の生産性は同じであるけれ
とも，消費と余暇の好みにへたたりのある消
費愛好者1と余暇愛好者2の二人がいるとし
よう。両者がもつ初期保有余暇を1とし，さ
らにCt，　Lt（t＝1，2）を財貨消費量，余暇消
費量とする。効用関数を，び、＝　C、2L、，ひ2＝
CeL22とする。ここて，個人1の消費の余暇
に対する限界代替率は，個人2のそれよりも
あらゆる点で高いことに庄意されたい。相続，
遺産の問題はないとし，一単位の労働は一単
位の消費財と交換可能であるとすると，C，＝
1－L，（1＝1，2）という関係があるから，Ul　＝
（1－L、）2L、，　U2・＝（1－－L，）L22。課税以前に
は，選択された消費量と余暇量はその二人の
人の間で等しくないが，Ul＝U2となり同じ
効用水準を達成している。しかし，所得税　　．
（コ消費支出税）Ct＝（1－t）（1－L‘）が導入
されると，Uユ＝（1－－t）2（1－L，）2Ll，　U2＝＝
（1－t）（1－L，）L22となる。　L、，　L，の選択量
は課税以前と同じてあるから，明らかに消費
愛好者の効用水準の落ちこみの方が大きく，
租税負担額もより重い。消費愛好者がより多
く働き，より多くの所得を稼得する結果，こ
のような差異が生しるのてある。所得につい
て課税するたけでなく，もし余暇にも課税し，
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消費する余暇の内一定割合tを公的サーヒス
のための勤労奉仕として提供させる，あるい
は，その部分余計に働いて金銭て納税するな
らは，（1－t）Lt，　t＝1，2が実際に消費する余
暇だからUユ＝（1一彦）2（1－L1）2（1－t）L，，　Ug
＝（1－－t）（1一為）（1－－t）2L22となり，水平的
公平の要請は充たされる。現在の税制の問題
点として，余暇が課税されていないことが指
摘されよう。水平的公平の達成のためには，
余暇課税が必要なのである。また消費支出と
余暇消費への均一税率の課税は初期保有資産
である総余暇への課税たけが存在する場合と
同値であるから，一種の資産課税によっても
水平的公平に到達しうる。
　これと同じ問題は労働所得についてたけで
なく，資本所得についても存在する。一生涯
て獲得する労働所得の現在価値がまったく同
額てある二人の個人について生涯を通じての
消費の配分について好みが相違しているとし
よう。時間選好率の低い人は大きな貯蓄を形
成し，高い人はより小さな貯蓄しか形成しな
い。その時に，利子所得税の導入は，時間選
好率の低い人の効用水準を相対的に押し下げ
るのて，水平的公平の原則はみたされなくな
る。二期モデルにおいては，利子所得税は，
第二期消費課税てあるから水平的公平の観点
からは，第一期消費にも課税することが望ま
しい。すなわち，支出税が望ましいことにな
る，あるいは労働所得税＋利子非課税がのぞ
ましいということになる。包括的所得税の考
え方に従って，あらゆる所得を同質なものと
考え，総合課税のようなやり方で一律無差別
に課税することは，われわれの規準による水
平的公平を実現しないことになる。
　たとえ嗜好がまったく同一でも，初期保有
稼得能力がことなっていれば，同じような現
象が生じることが指摘されよう。効用関数の
形は同じであるが，異った種類の能力を持つ
二人の個人がいるとしよう。たとえは一つは
肉体的労働能力，他方を精神的労働能力と想
定すれはよい。所得税が導入されない時に，
それぞれが異った努力の水準で同額の所得を
獲得し，同じ消費支出をしているとしよう。
その時，当然，各個人の効用の水準は同一で
はないだろう。所得税の下では，同じ税額の
課税がおこなわれるため，垂直的公平の原則
はみたされなくなってしまう。
　この節のまとめとして，所得課税か，消費
支出課税か，資産課税かの選択に関しての，
いくつかの問題点を指摘しておこう。
　（1）消費支出課税が所得課税よりも望まし
い理由として次のような古くからの見解があ
る。
　「社会への労働と資本の提供への対価てあ
る賃金所得，資本所得の課税よりも，社会か
ら財あるいはサーヒスを奪う行為てある消費
支出に課税することの方がより公正である。」
　消費支出課税と，利子所得非課税の所得課
税は納税者への予算制約への効果，したがっ
て効用への効果は同一てあるからこの見解が
正しいとしても心理的効果を指摘したものに
すきないであろう。このように，消費支出税
と労働所得税は同値であるから，残された問
題は余暇課税てある2｝。
　〆を消費支出と賃金率て評価した余暇消費
への均一な税率，Lを初期保有余暇，　Lを余
暇消費量，Wを賃金率とすると，
（1＋〆）C＋（1＋〆）五＝五
　ω
　　　　　　　　　　C
　　　　　　　　⇔一十L＝
　　　　　　　　　　w
τ
1十tt
であるから，同率の消費支出税（≡労働所得
税）と余暇消費課税は結局の所，初期保有の
資産である初期保有総余暇課税と同値てある
から，各個人の初期資産を同一の比率で減少
させるランプ・サム・タックス（一括定額
税）となる。したがって超過負担は存在せず，
しかも各個人の稼得能力＝賃金率に応じた比
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例的課税が可能になる。しかし，この初期保
有課税は以前述べたように非現実的てあるか
ら，消費支出と賃金率て評価した余暇消費へ
の均一税率による課税について考えてみよ
う。問題は，稼得能力＝賃金率と労働時間
（あるいは努力水準）の積である所得を政府
は把握できるが，稼得能力＝賃金率は知りえ
ない，いいかえれは労働時間（努力水準）は
知りえない，したがってwLが評価できない
ので余暇消費が課税できないことである。こ
の結果，ランプ・サム・タックスは実現不可
能となり，超過負担を出来る限り最小にする
課税方法の探求という最適課税の問題意識に
もとる。
　最適課税論は，余暇の課税が不可能な時，
その代替案として余暇と補完的な財，余暇と
ともに消費する傾向のある財への課税強化が
超過負担を最小にすると教える。（逸見〔7〕
10ペーンを参照のこと。）この観点から，キ
ャンブル，酒，旅行に対する課税強化は適切
な増税案であろう。資産家が非弾力的に需要
する別荘，ヨット等は，もっと良い課税対象
てある。
　（2）所得，特に包括的に定義された所得は
雑多な異質のものを含み，すべて同様に取り
扱ってよいのか明確でない。たとえは，社用
族の交際費による遊興，食事，会社の車の私
用，福利厚生施設の利用，鉄道会社の従業員
家族へのパス等の現物給与，自家生産物の消
費，居住者所有の家屋（持家），贈与と遺産，
資本利得等は日常的には所得と考えられてい
ないが包括的な意味ての所得である。しかし，
これらは，現金で，定期的に，恒常的に，得
られる通常的な意味ての所得とはかなり異質
2）逸見〔7〕ては，余暇課税を労働供給への補
　助金という意味て用いたが，ここては賃金率て
　評価した余暇消費に対する課税という意味で用
　いる。どちらも余暇消費への限界的効果は同じ
　てある。
課税べbe一ス論と包括的所得税（逸見）
てある。現物のまま引きわたされるか，所有
していることによって発生していると考える
から，他の財貨，サービスとの交換が容易で
なく各個人にとって必要以上の消費と所有が
行なわれることがしはしば起こる。したがっ
て本来期待されるほと完全には各個人の効用
水準を高めない可能性がある。さらに市場を
通じて得られるものてはないため，正しい客
観的な評価が困難である。
　さらに，利子所得は労働（稼得）所得とく
らべてかなり異質である。労働所得は余暇を
あきらめることによって得られるのに対し，
利子所得は，現在の消費をあきらめることに
よって得られる。したがって，労働所得と利
子所得を合算して総合課税にし，同じ税率を
適用するのが正しいかとうか，これは現実の
重要な問題であるけれとも，明確てはない。
貯蓄税制については次の節て述べる。
　他方，消費支出は比較的に，同質てあるが，
教育に関しては消費か投資かを区別すること
は困難である。
　（3）所得課税は，給与所得と事業所得の相
違の例にもあるように，各人のおかれた経済
環境によってその捕捉率が非常にことなる。
　（4）この論文での消費支出（課）税は，付
加価値税，一般消費税等の間接消費税である
か，家計の申告納税にたよる直接税タイプの
支出税てあるかは，特定していない。直接税
タイプの支出税には，その捕捉に関して所得
課税と同様の税務行政上の困難性が予想され
る。しかし，累進課税が可能である。
4　貯蓄税制の効果
　この節では，貯蓄税制の経済的効果につい
て考察しよう。この問題を，現在消費と将来
消費を含む，二期間モデルに．ついて，主に．図
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に基づいて考えよう。各個人は勤労期である
第一期に給与所得，事業所得その他の形で稼
得し，第二期は引退期てあって，消費は第一
期に積みたてた貯蓄額の取りくずし，および
利子所得から行なわれる。税制としては，消
費支出税と，所得税を考えよう。所得税につ
いては，利子所得は非課税にして第一期所得
にたけ租税を課する場合と，包括的所得税と
して，利子所得にも課税する場合をわけて考
察しよう。消費支出税については，第一期の
消費と第二期の消費に同率の税率がかけられ
ると想定しよう。これらの三つのケー一スにつ
いての比較を，同額の税収を確保するという
制約の下ておこなう。
　（1）　消費支出税
　C、，C2を第一期，第二期の消費可能量，　t
を支出税率としよう。租税が何も存在しない
場合には，横軸に第一期（現在）消費，縦軸
に第二期（将来）消費を取る時，消費可能な
組み合わせは直線ABとなる。第1図参照。
C、’，C2’を非消費支出である納税額を含む粗
支出とすると，以下のような関係がある。こ
こで，rを利子率とする。
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　（2）　第一期所得たけにかかる労働所得税
　〆を第一期の給与所得，事業所得にかかる
労働所得税率とすると，消費可能な最大の第
一期消費は（1－〆）OAとなり一単位C1を
小さくするに応じて，（1＋r）だけC，は増加
するので
　　　C、＝（1－tt）OB－（1＋r）q
という関係・・あ・・した…て・毒一・－tt
という関係があれば，（1）と②の場合では，ま
ったく同一の消費可能性直線がえがける。以
下駄毒一ト・が成立していると想定
し，その下では，同額の税収がもたらされる
ことを証明し，どちらの場合がより大きな貯
蓄を実現するかを考察しよう。消費可能性直
線は同一てあるので，消費者は同量の消費量
C、＊，C，＊を選び，同一の効用水準を達成し
ている。②のケースにおいては，明らかに税
収は第一期財で計ってCAてある。第2図
参照。
（1）のケースでは，税額は第一期と第二期に
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第3図
C2
O　　M　CL　　A　　　　　　　　　　　Ci
分割されて徴収される。第一期にC、’－C1＊，
第二期に，C2t－　Ca＊が徴収される。ところ
が，1＋rで第二期の財の量を除したものが
第一期における財の量に相当するから，第二
期の税収は第一期においてはFEとなる。
よって総税収は第一期に勘算するとGE＝
CAとなり，（2）のケースとまったく同額の税
収が確保される（第1図を参照）。
　次に貯蓄量を比較すると，（1）においては，
貯蓄量はAHであり，②ではCIである。
AHとCIを比較すると，　CHは共通であ
るからAC＝EGとHI＝FGをあらためて
比較すれはよい。あきらかに，EFたけ（1）の
ケースの貯蓄量が大きい。EFは第二期の納
税額C，一C2＊のために必要な第一期におけ
る貯蓄に相当する。つまり，（1）のケースでは
納税のタイミソクが一期後にずれるのて，そ
れに備える分たけ貯蓄量が大きくなるのであ
る。（2）の場合では，第一期で政府が全額，税
を徴収しその分政府貯蓄が大きくなってい
る。
　要約すると，等税収をもたらす消費支出税
と労働所得税を比較すると納税老の効用水準
は同じ高さだけ低くなり，第一期，第二期と
もまったく同一の消費支出がなされるが，民
間貯蓄量は消費支出税の場合の方が大きくな
課税ベース論と包括的所得税（逸見）
る。
　（3）　労働所得も利子所得もともに課税さ
　　　れる全所得税すなわち包括的所得税
　今まての二つのケースと同様にCD上の
一点を消費者が選択すれは（1）（2）と同額の税収
が確保され，CDが等税収直線となる。つま
り労働所得税収はAL，利子所得税収はNJ
てあり，その和は第一期の財に換算し直すと
KJとなる。第3図を参照。
　したカミって，CDが労働所得たけが課税さ
れる所得税の場合の予算制約直線てあったの
で，利子所得もあらたに課税される時には，
予算制約直線は，等税収直線CD上て各消
費者がC、，C，を選択するように，その傾き
は小さくならねばならない。JがGからC
へ，LがCからAへ移動するに応して，
利子所得税率は0％から100％を超えるま
てに上昇し，労働所得税率は100％以下から
O％にまて下落するので，無差別曲線の形が
適当なものであれは，（1），②と同一の税収が
確保され，しかも利子所得税率と労働所得税
率が等しくなり，包括的所得税が実施される
ことになる。しかし必ずとんな場合ても可能
ということではない。選択点」は等税収直線
CDと無差別曲線が接する点Gと異なるので，
消費老の厚生水準は落ちる。これは，超過負
担の存在を意味する。
　以上の結論として，労働所得に加えて利子
所得を新たに課税標準に算入することは，人
々の厚生水準を低下せしめることが明らかに
なった。最適税制の理論との関連において，
この結論を解釈しなおすことにしよう。図に
よる議論においては暗黙のうちに，第一期の
労働所得を決定する労働時間，あるいは勤労
意欲は利子所得税率，労働所得税率，消費支
出税率の変化によっては影響を受けないと想
定されてきた。しかし，より正確に見ると現
実は今まで考えてきたような現在消費と将来
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消費という二財の世界ではなく，第一一・一期にお
ける余暇を含む三財の世界なのてある。利子
所得税は，現在消費と将来消費の限界代替率
と限界変形率の大きさをくいちがわせ超過負
担をもたらす。他方，労働所得税あるいはそ
れと等価てある現在消費と将来消費への同率
の消費支出税は限界代替率と限界変形率を等
しく置き，現在消費と将来消費の組み合わせ
については資源配分のゆがみをもたらさな
い。しかし，余暇も変数と考えると，それら
の税が必ずしも望ましいとはいえなくなる。
労働所得税あるいは，第一期と第二期への同
率の消費支出税は一般的には労働時間を変化
させ，その側面において資源配分のゆがみを
もたらす。もし，労働供給あるいは余暇の消
費が賃金率に対して完全に非弾力的ならは一
定の税収を確保する最適な課税方法は，労働
所得税＝現在およひ将来消費への同率の消費
支出税てあるが，そうてない一般的な場合に
おいては利子所得税の導入によって現在消費
と将来消費の資源配分をゆがめることがむし
ろ最適な課税方法となる。これはセコント・
ベストの理論が教える所てある。より正確に
は，余暇Lと現在消費C、，将来消費C2の
ペアが効用関数において弱分離的て
　　　σ（L，Ci，　C2）≡W〔L，　H（C，，　C2）〕
と書け，かつH（C、，C2）が同次関数て消費
財間たけの無差別曲線がホモセティノクなら
は，C，，　C2に対する同率の消費支出税が最適
課税となる。（逸見〔7〕，8ペーノから10ペ
ーノを参照）。したがって，利子所得税が必
要てないケースは労働供給が完全に非弾力的
なケースに限られないS）。さらに厳密には，
労働供給，貯蓄供給の変化は生産要素市場に
おける価格，賃金率，利子率に影響をおよぼ
すのて，その効果も考慮に入れなけれはなら
3）　将来消費が，現在消費にくらべて，より現在
　余暇に対して補完的てある場合にだけ最適利子
　所得税率が正となる。逆の場合は，負となる。
ない。（例えば，Atkinson　and　Sandmo〔1〕，
King〔5〕を参照せよ。）
　次に，二期間を超えるより一般的な場合で
家計の異時点間の消費配分，貯蓄決定と税制
との関係を調べよう。（Atkinson　and　Stiglitz
〔2〕参照）。ある個人が必ずT期間（ε＝1，
2，…，T）生存するとしよう。t期に給与所得
をWt受けとり，消費をCt支出すると想定
する。簡単化のため，第一期に親から相続財
産1を受け取り，死に際して（1＝T）遺産を
Bたけ子孫を残すことにしよう。ここで資本
市場は完全であると仮定する。資本市場が完
全であるとは，各経済主体が市場で成立して
いる一定，同一の利子率て希望するだけ自由
に借りたり，貸したり、できるということであ
る。現実には資本市場は完全てなく，貸付の
利子率が借入の利子率よりも低いかもしれな
いし，利子率は資本の貸付量，借入量に応じ
て一定てないかも知れない。また，との経済
主体が借入れるか，貸付けるかによって利子
率は異なる可能性がある。返済の可能性が不
確かになればなるだけ利子率は高くなるたろ
う。また，所得再分配，持家促進等の特定の
政策目的のために，市場利子率よりも低くし
て貸付けることもおこなわれている（たとえ
は住宅金融公庫融資等）。消費者が将来受け
取るであろう給与所得その他を担保にして借
り入れることができない場合は，禁止的なほ
と借入利子率が高い場合だと考えられよう。
　完全資本市場においては，彼の予算制約は
ゑ（、為回＋i－S Ct
t＝1（1十r）t－1
＋（　B
P十r）。
である。ここでrは利子率である。借入が不
可能な場合には，あらゆる時点において彼の
財務状態は正の債務があってはならないので，
その時点までの消費支出額はそれまてに獲得
した所得額以下でなけれぽならない。たとえ
ば，K期に親から相続1を受け，　L期に子
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に贈与Gをあたえ，
場合には予算制約は
丁期に遣産Bを残す
義（　Wi1十r）t．、≧泣（、蕩H・K＞・≧・・
裁（、傷H＋（、＋ち胴
　　　　　≧蕩（　Ctl十r）＿L＞」≧瓦
為（　Wt1十r）包＋（、＋ろ…≧為（、蕩H
　　　　　　　＋（、＋9r）個・T＞J≧ム
ゑ（　w乞1十r）t－t＋（、＋1）K－、≧漁（、葺）t－、
　　　　　　　　　　G　　　　　β
　　　　　　　＋（1＋。）・一・＋（1＋。）・一・
となる。
　次に簡単化のために完全資本市場において，
給与所得とすべての取得した相続，贈与財産
移転に課税される広義の所得税と，消費支出
とすべての譲り与えられた遺産，贈与額に課
せられる広義の消費支出税の比較をしよう。
前者の比例税率をtt，後者の比例税率を， iと
しよう。それぞれの予算制約は
〔孝（、務伺＋・〕（・一・）
　　　＝孝（、蕩H＋（、葺）．
　T￥（、蕩・一・＋・
　　　一〔＄（、鳥H＋（、葺），〕（・＋の
　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　＝1－〆が成立となる。したがって，
　　　　　　　　　　1十t
していると，当該個人にとっての予算制約
は，どちらの場合ても，まったく同一となる
のて，彼の消費選択C1，　Ca…CT，さらに効
用水準も同一となる・例燃酷の臓
の所得税et　t＝SO％の消費支出税と同値とな
る。しかし，私的な貯蓄への効果は同一では
ない。というのは租税を支払うタイミングが
これら二つのやり方では異なるからである。
課税ベース論と包括的所得税（逸見）
通常は，退職後の消費支出を考慮すると，給
与を受けとる時期にくらべて消費支出の時期
はいくぶん後にずれるから，同一の消費支出
を選んていても後て租税を支払う分たけ，消
費支出税の方が貯蓄額は大きくなるのであ
る。このことは二期モテルについては既に詳
しく説明した。
　次に利子所得税の効果に関する問題点を整
理しよう。（Feldstem〔4〕を参照せよ。）
　（1）利子所得税率の変化と貯蓄量の間の関
係について考察しよう。通常の二期間ライ
フ・サイクル・モテルを考える。個人の予算
制約は，
　　　　　　　　　　　　　　　1　　C1十P』C2＝・w，ここて為≡
　　　　　　　　　　　　　　1十r
Sを貯蓄量とすると，P2C2＝ω一Ci＝Sとい
う関係が成立している。スルノキー方程式か
ら
　　器一一α鴛一＋｛1糺一，，
　　器一一α箸＋｛1糺一，，
が成立する。C、，　C，が正常財てあると仮定
すると，利子率下落のC，への代替効果と所
鴛耀懸三婁鑑騰
C、への代替効果は正てあるが，所得効果は
負であるからてある。したがって，利子所得
税率の引き下げは代替効果としては貯蓄を増
加させるが，所得効果としては貯蓄を抑圧す
るため，貯蓄量への効果は明確てはない。こ
の結論は，利子所得税率が変化する時に，そ
れに対応して何ら労働所得税率あるいは消費
支出税率が変化しない状況を前提としてい
た。本来の租税の効果を調べるためには，一
定の税収を確保することがてきるように利子
所得税率の引き下げに対応し，労働所得税率
を引き上げる場合を検討することがより適切
てある。これは差別的帰着分析に対応するも
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のてある。一定の税収を得るためには，第3
図において消費老の選択する（C、，C2）の組
み合わせがCD上を右下方から左上方の方
向に移動していくように，消費者の予算制約
式がスライドしていく必要がある。C1は減
少し，C，は増加する4｝。しかし，その時の私
的貯蓄量の変化の方向は一義的に明らかてな
い。もし補償的に微収された労働所得税収が
全額，政府貯蓄として使用されたならは，社
会全体の貯蓄は増加するであろう。この時に
は，私的貯蓄への刺激として考えられ，公的
貯蓄の代替物てあると通常考えられる利子所
得税率の引き下げが，私的貯蓄を抑圧し，公
的貯蓄を奨励する場合がおこりうるのであ
る。（Feldstein〔4〕S31を参照。）私的貯蓄
SとC2の間には常に次の関係がある。
　　　　　　　P2Ca　＝＝　S
たから，
　　c艶一一＋轟
　　　　　　　　　　　　　　　　P2dS　　P，dC2
　　　　　　　　　　　　＝－1十⇔　　　　　　　　　　　　　　　　bdP，　　　C，dP，
一定税収を確保するための労働所得税率の補
償的変化を考えようと，考えまいと，とちら
の場合にも，利子所得税率の低下（P，の低
　（2）（効用水準Uを一定に保つという意味
ての）補償された貯蓄供給が税引き後の純税
率に反応する程度に応じてたけ利子所得税は
超過負担を持つという見解は誤りである。
　任意の財への課税の厚生上の損失＝
音・その財への単位当・課税額・その税
　によって引き起こされた財需要における補
　償された変化
てある。したがって，労働供給が非弾力的で
あると，利子所得税の厚生上の損失は
　　　　　　音・dP・・dC・
となる。ここて，dPaは課税による第二期消
費の現在価格の変化，dC，は第二期消費の
補償された変化である。これを変形すると，
　　・G－（P，dC，C，dP，）。一ガ讐鵡
さらにS＝　C2Paを考慮すると，厚生上の損
失は
　　　去・（4争y・・c・Pa・s
となる。ここてεc、p、は補償された弾力性
芸畿1。一。てあ・・したが・て・貯蓄量
が利子所得税率の変化によって変化しなくて
も（藷一・〉誰一一・＋謡とい
う関係を使うとεc、p、＝　－1となるから，厚
生上の損失は存在するのてある。厚生上の損
失の真の源は，貯蓄量のゆがみにあるのでは
なく，現在消費と将来消費のゆがみにあるの
である。
　（3）今までは効率性の側面からたけ，貯蓄
の最適な課税のあり方を考察してきた。しか
し，各個人の経済状況が異なる場合には所得
分配への考慮を忘れてはいけない。
　（4）いくつかのタイプの貯蓄の形態がある
ことを考慮に入れなけれはならない。預貯金，
国債，株式等，収益率とリスクの組み合わせ
の相異なる資産のストソク市場均衡モテルを
構築しなけれはならない。
　（5）租税以外の政府の財源調達手段，国債，
貨幣発行も考慮に入れなけれはならない。イ
ンフレーンヨンは一種の利子所得税であると
いう視点も重要である。
5結 語
　以上，所得を中心に課税ベースを検討して
きたが，重要なことは所得，消費支出，資産
4）　これらの事が可能であるためには，無差別曲
　線についての特定の仮定が必要てある。
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等の言葉にまとわされることなく一生涯の予
算制約式をつうずる各個人への経済的効果を
みきわめることである。特に所得課税に関し
ては，同じ所得といってもその内容は非常に
異質であるから十分に気を付けて課税するこ
と，給与所得者の負担軽減に留意することが
必要てある。余暇課税が不可能て非現実的で
あることから，効率性の観点にたては所得減
税の財源としては余暇関連で，その需要が価
格に対し非弾力的な消費支出への課税強化が
適切であろう。その中でも，資産家が相対的
に多く需要する消費財，サービスへの課税が
なお一層望ましいと言える。
　　　　　　　　　　　　（1982年11月）
＊ ＊
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